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～ 人手不足や新型コロナ対策が課題 ～ 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

政府が実施する観光需要喚起策の「全国旅

行支援」が、10月 11日より 46道府県で新た

にスタートした（東京都は 10月 20日から）。

また同日より、入国者数の上限撤廃や外国人

観光客の個人旅行の解禁、米国など多くの国

でビザが不要になるといった新型コロナウ

イルスにともなう水際対策も緩和され、新型

コロナ禍によって停滞していた人の移動を

促す本格的な取り組みが、国内・国外向けと

もに動き出した。 

そこで、帝国データバンクは、全国旅行支援と水際対策の緩和についてアンケートを行った。 

※ アンケート期間は 2022年 10月 14日～18日、有効回答企業数は 1,325社（インターネット調査） 

 

 

アンケート結果（要旨） 

1. 全国旅行支援について、自社の企業活動へどのような影響（直接・間接を問わず、見込みを含
む）があるか尋ねたところ、 「プラスの影響」を受けている企業は全体の 34.3％となった。

また「影響はない」は 54.8％、「マイナスの影響」は 2.4％となった。 

2. 水際対策の緩和について、自社の企業活動へどのような影響（同）があるか尋ねたところ、「プ
ラスの影響」を受けている企業は全体の 32.2％となった。「影響はない」は 49.1％、「マイナ

スの影響」は 6.2％となった。 

「全国旅行支援」と「水際対策の緩和」、 
３社に１社がプラスの影響 

 

緊急調査：全国旅行支援と水際対策緩和に関する企業の影響アンケート 
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全国旅行支援は 34.3％の企業でプラスの影響、人手不足が課題に 

10月 11日よりスタートした観光需要喚起策である「全国旅行支援」が、自社の企業活動へどの

ような影響（直接・間接を問わず、見込みを含む）があるか尋ねたところ、「プラスの影響」があ

る企業は全体の 34.3％で、3社に 1社の割合となった。「影響はない」は 54.8％、「マイナスの影

響」は 2.4％となった。また、旅行支援策の影響を直接受けやすい業種（飲食店／旅館・ホテル／

娯楽サービス／旅行／旅客運輸）で見ると、「プラスの影響」が企業の 73.0％となり、全体を大幅

に上回った。 

企業からは「全国旅行支援で、旅行の需要がすごい勢いで増えている」（国内旅行）との直接的

な好影響のほか、「交通関係の製品製作を行っており、旅行者が増えることにより交通関係事業者

の収益が増えれば、当社の受注も増えると期待」（輸送用機械器具製造）といった間接的なプラス

の影響を期待する声も聞かれた。 

一方で、「急な需要の変化に対し、人手不足からお客さまへの 100％の対応が難しく、機会損失

が起きてしまうことが課題。オペレーションが破綻しないように苦慮している」（旅館）や「手続

きや適用条件など都道府県によって異なる部分があり、煩雑さが半端ではない」（国内旅行）とい

った声が企業からあがっており、新型コロナ禍で低迷していた旅行需要が急激に膨らむなかで人

手不足からサービス提供に苦慮するほか、手続きの煩雑さに困惑する様子が一部でうかがえた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

旅行支援

プラスの
影響
34.3%影響は

ない
54.8%

マイナスの

影響 2.4%

分からない
8.5%

全国旅行支援（直接・間接を問わず、見込みを含む） 

注：母数は、有効回答企業 1,325社 

「全国旅行支援」関連業種

73.0%
旅行支援策の影響を直接受けやすい業種

（飲食店／旅館・ホテル／娯楽サービス／旅行／旅客運輸）
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水際対策の緩和、インバウンド需要やビジネスの往来活発化はプラスも、コロナの感染拡大を懸念 

全国旅行支援と同じ 10月 11日より始まった水際対策の緩和1について、自社の企業活動へどの

ような影響（直接・間接を問わず、見込みを含む）があるかを尋ねたところ、「プラスの影響」と

した企業は全体の 32.2％で、全国旅行支援と同様に 3社に 1社の割合となった。また「影響はな

い」は 49.1％、「マイナスの影響」は 6.2％となった。 

企業からは「水際対策の緩和と円安で、外国人の購買意欲の向上が見込まれる」（貴金属製品小

売）と、円安の進行を追い風としたインバウンド需要の増大を期待する声が聞かれた。さらに、ビ

ジネス上の海外との往来活発化を見込んで、「海外取引先の来日や日本からの海外出張後の帰国時

の要件が緩和され、ビジネスの往来が新型コロナ前に近づく」（ゴムベルト製造）といった声も企

業からあがった。 

他方、「水際対策の緩和や旅行支援そのものは歓迎するが、新型コロナおよびインフルエンザな

どの感染拡大は大いに不安」（冷凍水産食品製造）と、訪日外国人を含めた人流の増加にともなう

新型コロナウイルスの感染拡大を不安視する声があった。また「現在、中国がゼロコロナ政策を

継続しており、自社業務の完全回復にはもう少し時間がかかりそう。今後、業務出張や相互往来

が徐々に始まるものと期待」（一般旅行）と、中国との往来回復を待ち望む声が一部で聞かれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 水際対策の緩和は、入国者数の上限撤廃、個人旅行解禁など外国人の新規入国制限の見直し、査証（ビ
ザ）免除措置の適用再開、入国時検査・入国後待機の見直し、空港・海港における国際線受入の再開が含ま

れる 

水際緩和

プラスの
影響
32.2%影響は

ない
49.1%

マイナスの

影響 6.2%

分からない
12.6%

  水際対策の緩和（直接・間接を問わず、見込みを含む） 

注：母数は、有効回答企業 1,325社 
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「全国旅行支援」に関する企業の声 

 【プラスの影響】手続きが煩雑で窓口は苦労しているが、宿泊増加でプラスに働いている
（旅館） 

 【プラスの影響】観光業界が利用している ITシステムの改修などが活発になると予想（ソ
フト受託開発） 

 【プラスの影響】国内で人が動けばモノやカネが動き、疲弊した経済に少しでも良い影響が
出る（不動産代理・仲介） 

 【マイナスの影響】お金や時間が、教育サービス業界から観光・旅行業界に流れてしまう
（パソコンスクール運営） 

 【マイナスの影響】出張のためのホテル予約が取りにくい（不動産鑑定） 
 【影響はない】直接的に大きな影響はないが、旅行・観光業の景気が改善して、良い経済循
環が生まれれば嬉しい。ただ人手不足が今以上に心配（動力伝導装置製造） 

 

「水際対策の緩和」に関する企業の声 

 【プラスの影響】インバウンドが増えると、ホテルや飲食店へ派遣するスタッフの依頼が増
加する（労働者派遣） 

 【プラスの影響】HALAL（ハラール）認証食品という特殊な食材を扱っているため、インバ
ウンド効果に期待している（食肉卸売） 

 【プラスの影響】円安をプラスに利用することが大切。訪日外国人を歓迎（包装用品卸売） 
 【プラスの影響】海外取引先との打ち合わせ・視察での対面が可能となり、行き来がしやす
くなって取り引き上プラスになる（内装工事） 

 【マイナスの影響】日本は感染対策をきちんとしているのに対し、海外は日本ほど感染対策
をしていないと思うので、感染が広がる可能性がある（金属工作機械製造） 

 【影響はない】自動車産業は影響ないが消費拡大につながればよい（工業用ゴム製品製造） 
 
まとめ 
本アンケートの結果、全国旅行支援および水際対策の緩和について、それぞれ全体の 3社に 1社

（34.3％、32.2％）の企業がプラスの影響があると考えていた。今回 2つの施策が同時にスタート

したことで、国内観光需要およびインバウンド需要などが盛り上がり、直接関係する業種に加え、

関連する他業種へ間接的なプラスの影響が波及すると予想される。コロナ禍によって停滞していた

人の移動が活発化することで、消費マインドの高揚や日本経済の活性化が期待される。 

一方で、企業から「全国旅行支援及び水際対策の緩和はプラスだが、人材不足など受け入れ対策

に課題がある」（旅館）との声があるように、施策の効果を十分に発揮するため、人手不足による機

会損失を防ぐほか、不安の声があがる新型コロナの感染拡大防止に努めていくことが課題となろう。 
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【問い合わせ先】 伊藤
い と う

 由紀
ゆ き

 石井
い し い

 ヤニサ
や に さ

、 03-5919-9343（直通）  

keiki@mail.tdb.co.jp  

情報統括部：tdb_jyoho@mail.tdb.co.jp 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複

製および転載を固く禁じます。 

 

集計結果と調査先企業の属性 

 

1．全国旅行支援と水際対策緩和に関する企業の影響アンケート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 有効回答企業 
有効回答企業は 1,325社 

3. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

全国旅行支援による影響 水際対策の緩和による影響
（構成比％、カッコ内社数）

プラス

の影響
影響はない

マイナス

の影響
分からない 合計

プラス

の影響
影響はない

マイナス

の影響
分からない 合計

34.3 54.8 2.4 8.5 100.0 (1,325) 32.2 49.1 6.2 12.6 100.0 (1,325)

大企業 36.7 50.6 3.9 8.9 100.0 (180) 大企業 41.7 41.7 5.6 11.1 100.0 (180)

中小企業 34.0 55.5 2.2 8.4 100.0 (1,145) 中小企業 30.7 50.2 6.3 12.8 100.0 (1,145)

うち小規模企業 33.7 53.5 2.7 10.0 100.0 (439) うち小規模企業 26.9 51.0 8.7 13.4 100.0 (439)

農・林・水産 46.2 38.5 7.7 7.7 100.0 (13) 農・林・水産 38.5 46.2 0.0 15.4 100.0 (13)

金融 50.0 40.0 0.0 10.0 100.0 (10) 金融 40.0 30.0 0.0 30.0 100.0 (10)

建設 29.9 57.4 1.0 11.7 100.0 (197) 建設 23.4 53.8 8.1 14.7 100.0 (197)

不動産 27.9 63.9 3.3 4.9 100.0 (61) 不動産 24.6 57.4 11.5 6.6 100.0 (61)

製造 29.9 60.3 1.4 8.3 100.0 (348) 製造 31.0 49.1 7.2 12.6 100.0 (348)

卸売 36.7 51.6 2.2 9.5 100.0 (275) 卸売 38.2 45.1 4.4 12.4 100.0 (275)

小売 41.7 52.8 2.8 2.8 100.0 (72) 小売 30.6 52.8 6.9 9.7 100.0 (72)

運輸・倉庫 44.8 42.5 4.6 8.0 100.0 (87) 運輸・倉庫 42.5 41.4 2.3 13.8 100.0 (87)

サービス 35.4 53.1 3.5 7.9 100.0 (254) サービス 31.9 50.0 5.5 12.6 100.0 (254)

その他 50.0 37.5 12.5 0.0 100.0 (8) その他 37.5 50.0 12.5 0.0 100.0 (8)

北海道 39.3 50.8 1.6 8.2 100.0 (61) 北海道 34.4 44.3 8.2 13.1 100.0 (61)

東北 35.1 54.6 0.0 10.3 100.0 (97) 東北 23.7 52.6 5.2 18.6 100.0 (97)

北関東 41.2 47.1 1.0 10.8 100.0 (102) 北関東 33.3 49.0 4.9 12.7 100.0 (102)

南関東 25.7 61.8 3.8 8.7 100.0 (346) 南関東 28.9 53.8 6.1 11.3 100.0 (346)

北陸 32.5 53.2 3.9 10.4 100.0 (77) 北陸 27.3 54.5 5.2 13.0 100.0 (77)

東海 39.6 51.2 3.7 5.5 100.0 (164) 東海 39.6 41.5 9.1 9.8 100.0 (164)

近畿 32.0 57.7 3.2 7.2 100.0 (222) 近畿 32.9 45.0 5.4 16.7 100.0 (222)

中国 34.4 53.8 1.1 10.8 100.0 (93) 中国 36.6 49.5 6.5 7.5 100.0 (93)

四国 45.2 47.6 0.0 7.1 100.0 (42) 四国 35.7 52.4 2.4 9.5 100.0 (42)

九州 44.6 47.1 0.0 8.3 100.0 (121) 九州 33.1 47.9 6.6 12.4 100.0 (121)

注1：網掛けは、全体以上を表す

注2：母数は、有効回答企業1,325社
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